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当事業所はご契約者に対して認知症対応型通所介護サービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が

対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能で

す。 

 

１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 慶明会 

（２）法人所在地     宮崎県東諸県郡国富町大字岩知野字明久３５７番地 

（３）電話番号       ０９８５－７５―１７２２ 

（４）代表者氏名     理事長  原田 一道 

（５）設立年月       昭和５８年９月１３日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類      指定認知症対応型通所介護事業所 

平成２６年５月１日指定  宮崎市 ４５９０１００８２４ 

             ※当事業所は、小規模多機能型居宅介護 とみよしに併設 

（２）事業所の目的    介護保険法令の趣旨に従い、認知症対応型通所介護計画を立案、実施し 
その心身機能の維持の維持回復を図ることを目的とする。 

 

（３）事業所の名称      認知症対応型通所介護 さくら富吉 

（４）事業所の所在地    宮崎県宮崎市大字富吉字中山寺２１３９－２ 

（５）電話番号          ０９８５－４８－３４５６ 

（６）事業所管理者氏名  中村 倫啓 

（７）当事業所の運営方針  １在宅生活の延伸    ２人格を尊重し身体拘束は行わない。 

              ３他の事業者、保険医療、福祉サービスとの密接な連携 

４家庭的分雰囲気の重視  ５懇切丁寧なサービス提供と説明 

             ６個人情報の保護 

（８）開設年月   平成２６年５月１日 

（９）利用定員   １２人（指定介護予防認知症対応型通所介護を含む） 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 
（宮崎市指定 ４５９０１００８２４） 



３．事業実施地域及び営業時間  

（１）事業の実施地域  

    ・宮崎市 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月 ～ 土（但し、１２／３１～１／１を除く） 

営業時間 ８：３０～１７：３０ 

サービス提供時間 ９：００～１７：００ 

４．職員の配置状況 

 当事業所では、ご契約者に対して認知症対応型通所介護サービスを提供する職員として、以下の

職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤換算 指定基準 

1・管理者 1 名   1 名 

2・介護職員 1 名以上 1 名 

3・生活相談員 1 名以上 1 名 

4・看護職員 1 名以上 1 名 

5・機能訓練指導員 0.25 名以上 1(0.25)名 

 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職

員の所定勤務時間数（例：週 40 時間）で除した数です。 

（例）週 8 時間勤務の介護職員が 5 名いる場合、常勤換算では、1 名（8 時

間×5名÷40 時間＝1 名）となります。 

<配置職員の職種> 

 管理者…１従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元 

的に行います。 

2 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。 

3 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認知症対応型通所介

護計画を作成するとともに利用者等への説明を行い、同意を得、交付します。 

４指定通所介護の実施状況の把握及び認知症対応型通所介護計画の変更を行います。 

介護職員…通所介護計画に基づき、ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相  

談・助言等を行います。 

 生活相談員…1 利用者がその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、生

活指導及び入浴、排せつ、食事等の介護に関する相談及び援助などを行います。   2

それぞれの利用者について、認知症対応型通所介護計画に従ったサービスの実施状況

及び目標の達成状況の記録を行います。 

 看護職員…1サービス提供の前後及び提供中の利用者の心身の状況等を行います。 

      2 利用者の静養のための必要な措置を行います。 

      3 利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主治医等の指示を受けて、必要な看護を 

      行います。 

      4 日常生活上の介護、介助等も行います。 

機能訓練指導員…通所介護計画書（個別機能訓練計画書）に基づき、ご契約者の個別機能訓   

練を担当します。 



<主な職種の勤務体制> 

職種 勤 務 体 制 

１．介護職員 勤務時間： ８：３０～１７：３０        １名以上 

２．看護職員 勤務時間： ８：３０～１７：３０        １名以上 

３．機能訓練指導員 勤務時間： ９：３０～１１：３０        １名以上 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合があります。 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

<サービスの概要> 
①認知症対応型通所介護計画書の作成 

  ご契約者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプラン）に基づき、そ 
の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定 
めた認知症対応型通所介護計画を作成します。 
認知症対応型通所介護計画の作成にあたっては、その内容についてご契約者又はその家族に対 
して説明し、ご契約者の同意を得ます。 
通所介護計画の内容について、ご契約者の同意を得たときは、認知症対応型通所介護計画書を 
利用者に交付します。 
それぞれのご契約者について、認知症対応型通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目

標の達成状況の記録を行います。 

②入浴 

入浴又は清拭・洗髪などを行ないます。寝たきりの方でも機械浴槽を使用して入浴できます。 

 ③排泄 

ご契約者の排泄の介助、おむつの交換を行ないます。 

 ④個別機能訓練 

ご契約者の能力に応じた個別の計画を作成し、これに基づく適切な機能訓練の実施、定期的な

評価と計画の見直しを行います。 

⑤レクリエーション・アクティビティ 

レクリエーションやアクティビティに参加していただくことができます。 

⑥送迎 

ご自宅と当事業所間の送迎を行います。送迎時間等につきましては、ご契約者及びご家族と協

議し決定します。なお、天候や事故、他の利用者の皆様の状況により、予定時間と実際の送迎時

間との間にずれが生じることがありますのでご了承ください。 

・<認知症対応型通所介護従業者の禁止行為> 

従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う補助行為を除く。） 



② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

<サービス利用料金> 

サービス利用料金については｢介護保険対象サービス利用料金表（別紙１）｣をご確認下さい。 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

サービス利用料金については｢介護保険対象外サービス利用料金表（別紙２）｣をご確認下さい。 

（３）利用料金のお支払い方法 

各金融機関からの自動引落し、又は事務所窓口にて現金支払いも出来ます。 

（４）利用の中止（お休み）、変更、追加 

○利用予定日の前に、ご契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止（お休み）又は変

更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービス実施日

の前日又は、当日午前 8時 30 分までに事業者に申し出てください。 

○サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望する期間

にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

（５）サービスの中止 

下記の場合、事業所の都合でサービスの提供を中止する場合があります。 

○自然災害等（台風、大雨、洪水、地震等） 

○感染症発生時等（インフルエンザ、ノロウイルス等の集団感染時） 

○上記以外で受け入れが困難な場合 

 

６．サービスの利用にあたって 

 （1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介 
護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変 
更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 
（2）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行 
われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場 
合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けてい 
る要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 
 

７．虐待の防止について 

 （１）虐待防止に関する担当者を選定しております。 
  虐待防止に関する担当者  （ 生活相談員 日髙都志江 ） 
 （２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周 

知徹底を図っています。 
（３）虐待防止のための指針の整備をしています。 
（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 



（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人 
等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報 
します。 
 

８．身体拘束について 

  事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれが 
ある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、 
利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行う 
ことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行いま 
す。また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 
（１）緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険 
が及ぶことが考えられる場合に限ります。 
（２）非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこ 
とを防止することができない場合に限ります。 
（３）一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場 
合は、直ちに身体拘束を解きます。 
 

９．事故発生時の対応 

ご契約者にするサービスの提供により事故が発生した場合は、保険者、ご契約者の家族、 

ご契約者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

10．サービス提供における事業者の義務 

当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

①ご契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連

携のうえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、保管するとともに、ご

契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

④ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な処置を講じ

ます。 

⑤事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知

り得たご契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩

しません。又、退職後も遵守します。（守秘義務） 

 ただし、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご

契約者の心身等の情報を提供します。 

 

11．居宅介護支援事業者等との連携 

 （１）指定通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サー 
ビスの提供者と密接な連携に努めます。 

（２）サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「認知症対応型通所介護 
計画」の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

（３）サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を 
記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 



 

12．サービス提供の記録 

（１）指定認知症対応型通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その 
記録はサービスを提供した日から 5 年間保存します。 

（２）利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請 
求することができます。 

 

13．非常災害対策 

（１）事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り 
組みを行います。 
災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（ 中村 倫啓 ） 

（２）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を 
整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

（３）定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 
避難訓練実施時期：（毎年２回 ９月・ ３月） 

 （４）（３）の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 
 

14．衛生管理等 

（１）指定認知症対応型通所介護の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につ 
いて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

（２）必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 
（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

  ①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６ 
月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

  ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 
  ③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 
 

15．業務継続計画の策定等について 

 （１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対応型通所介護の提供を 
継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計 
画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に 
実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 
 

16．苦情の受付について 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

（苦情処理体制等の詳細については別紙添付） 

 ○苦情受付窓口（担当者）中村 倫啓 ［職名］管理者 



○受付時間   毎週月曜日～金曜日   ８：３０～１７：３０ 

○電話番号   ０９８５－４８－３４５６ 

また、苦情受付ボックスを事務所に設置しています。 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

宮崎市役所 

介護保険担当課 

所在地 ８８０－０００１ 宮崎市橘通西１－１－１                     

電話番号・０９８５－２５－２１１１ ＦＡＸ・ 

受付時間 ８：３０～１７：１５ 

国民健康保険団体連合会 

所在地 ８８０－８５８１ 宮崎市下原町２３１番地 1 

電話番号・０９８５－３５－５１１１ ＦＡＸ・ 

受付時間 ８：００～１７：００ 

宮崎県社会福祉協議会 

所在地 ８８０－８５１５ 宮崎市原町２丁目２２番地 

電話番号・０９８５－２７－０８５８ ＦＡＸ・ 

受付時間 ８：００～１７：００ 

 

17．第三者評価の実施状況について 

 事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行ってい 
ます。 
【実施の有無】     （     あり   なし       ） 
【実施した直近の年月日】（    年    月   日  ） 
【第三者評価機関名】  （                ） 
【評価結果の開示状況】 （                ） 
 

18．サービスの利用に関する留意事項 

（１）施設・設備の使用上の注意 

○施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、汚し

たりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただくか、又は相当の代価をお

支払いいただく場合があります。 

○当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような言動、行為、宗教活動、政治活動、

営利活動を行うことはできません。 

○当事業所では職員に対する心遣いはお断りしています。また、利用者同士での、薬、お菓子、

品物等のやりとり、現金の貸し借りを行うことはできません。発見次第、ご家族へ連絡を差し

上げる場合があります。 

（２）喫煙 事業所内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。  

  



令和   年   月   日 

認知症対応型通所介護 さくら富吉の認知症対応型通所介護サービス開始にあたり、ご契約者

に対し本書面に基づき重要な事項を説明しました。 

事業者   住 所  宮崎市大字富吉字中山寺 2139-2            

名 称  認知症対応型通所介護 さくら富吉          

管理者（署名）                        

説明者  生活相談員（署名）                 

令和   年   月   日 

私は、本書面により、事業者から通所介護サービスについての重要事項の説明を受けました。 

契約者   住 所                            

氏 名                            

身元引受人 住 所                            

 氏 名                            

 
※当事業所では、契約、重要事項、計画書及びその他において自署により同意を頂くことします。但し

署名が難しい場合、以下の代替手段により同意を証明するものとさせていただきます。 

・本人又は本人のキーパーソンであることが確認されたｅメールアドレスから提出されたメール本文

(同意が確認できるもの)及び日時等、送受信記録の保存 

・本人確認情報(氏名・住所等及び根拠資料)とその入手過程(コピー、郵便受付、メールでのＰＤＦ送 

付)の記録・保存及び文書や契約の成立過程(メール上のやり取り)の保存 

・電子署名機能や電子認証サービス(利用時にＩＤ/パスワードで認証し、日時や認証結果などを記録・ 

保存できるもの等)の活用 

 

 



介護保険対象サービス利用料金表 

（別紙１） 

下記の料金表によって、ご契約者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額をお支

払い下さい。（利用料金は、ご契約者の要介護度に応じて異なります。） 

ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サ－ビス計画が作成されていない場合に

は、サ－ビス利用料金の全額をお支払いいただきます。支払いを受けた後、事業所からサービス提

供証明書を発行しますので、市町村の介護保険担当窓口に提出し後日払い戻しを受けてください。 

 

※表示額：１割 

認知症対応型通所介護費(単位：円) 

 ３～４時間 ４～５時間 ５～６時間 ６～７時間 ７～８時間 ８～９時間 

要介護 1 543 569 858 880 994 1,026 

要介護 2 597 626 950 974 1,102 1,137 

要介護 3 653 684 1,040 1,066 1,210 1,248 

要介護 4 708 741 1,132 1,161 1,319 1,362 

要介護 5 762 799 1,225 1,256 1,427 1,472 

 

※表示額：１割 

各種加算(単位:円) 算定状況 

入浴介助加算(Ⅰ) 40/回 〇 

入浴介助加算(Ⅱ) 55/回  

生活機能向上連携加算(Ⅰ)3 月 1 回 100/月  

生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200/月  

※個別機能訓練加算算定時 100/月  

個別機能訓練加算(Ⅰ) 27/回 〇 

個別機能訓練加算(Ⅱ) 20/月  

ADL 維持等加算(Ⅰ) 30/月  

ADL 維持等加算(Ⅱ) 60/月  

若年性認知症利用者受入加算 60/回 △ 

栄養アセスメント加算 50/月  

栄養改善加算(月 2 回) 200/月  

口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)(6 月 1 回) 20/回  

口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)(6 月 1 回) 60/回  

口腔機能向上加算Ⅰ(月 2 回) 150/回  

口腔機能向上加算Ⅱ(月 2 回) 160/月  

科学的介護推進体制加算 40/月  

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22/回 〇 



サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18/回  

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 6/回  

介護職員処遇改善加算(Ⅰ)      （令和６年５月で終了） 所定単位×10.4％  

介護職員処遇改善加算(Ⅱ)      （令和６年５月で終了） 所定単位×7.6％  

介護職員処遇改善加算(Ⅲ)      （令和６年５月で終了） 所定単位×4.2％  

介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)   （令和６年５月で終了） 所定単位×3.1％  

介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)     （令和６年５月で終了） 所定単位×2.4％  

介護職員等ベースアップ等支援加算   （令和６年５月で終了） 所定単位×2.3％  

介護職員等処遇改善加算Ⅰ     （令和６年６月から） 所定単位数×18.1％ 〇 

高齢者虐待防止措置未実施減算 -１％  

業務継続計画未策定減算 -１％  

※当事業所が送迎を行わない場合は片道につき４７単位を減算します。 

 

（注１）上記の基本利用料及び加算等は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定さ

れた場合は、これら基本利用料等も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新し

い基本利用料等を書面でお知らせします。 

（注２）上記の利用者負担金は目安の金額であり、円未満の端数処理等により多少の誤差が生じる

ことがあります。 

（注３）感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用者数の実績が当

該月の前年度における月平均の利用者数よりも 100 分の５以上減少している場合には、利用

者数が減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数の 100 分の３に相当

する単位数が所定単位数に加算されます。ただし、利用者数の減少に対応するための経営改

善に時間を要することその他の特別の事情があると認められる場合には、当該加算の期間が

終了した月の翌月から更に３月以内に限り、引き続き１回につき所定単位数の 100 分の３に

相当する単位数が所定単位数に加算されることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



介護保険対象外サービス利用料金表 

（別紙２） 

 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

 

①区分支給限度基準額を超える通所介護サービス費用 

介護保険給付の区分支給限度基準額を超える通所介護サービスを利用された場合、基準額を超え

た費用は全額自己負担となります。 

 

②食事の提供（食費） 

ご契約者に提供する食事にかかる費用。 １回 ６１０円 

※当日８時３０分以降の利用キャンセルにつきましては、食事代のみ請求させていただきます 
のでご了承ください。おやつ代金を含みます。 

 

③日常生活における必要経費及び諸活動に係る費用  

おむつ代その他日常生活においても必要となる費用については実費をご負担いただきます。また、

レクリエーション等で必要となる材料費等についても実費をご負担いただく場合があります。 

 

④複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とする場合

には実費をご負担いただきます。 １枚につき ２０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


